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論文
イギリス造船業における企業集中
1880ー 1914年
?
井 政
?
19世紀末期，イギリスをはじめ先進工業国においては古典的な資本主義は著
しい変貌を遂げつつあった。当時，イギリス随一の経済史家であったw.J. ア
シュレーは，その変化の顕著な特徴として concentration(集中）， integration
（統合）， combination(結合），および collectiveaction (団体行動）の4点をあ
げており 1)' ドイツやアメリカに続いてイギリスでも小企業（個人，パートージ
ップ）による自由競争の時代から大企業（株式会社）による独占・寡占の時代へ
転化しつつある事実に注目している。実際， 1873年に始まった大不況期が終末
に近づく頃，ょうやくはずみのついた企業集中運動は高潮期を迎え，世紀末か
ら今世紀初頭にかけて，特に1894-1902年の間，銀行，繊維，重工業，その他
多くの産業部門で水平的または垂直的な企業集中が進行し，企業の大規模化と
独占化が世人の注目を集めたのである。本稿の課題は，こうしたイギリス経済
の転換期において，当時世界をリードしていた造船業界においては，どのよう
な変化がおこったか，を検討することである。まず最初に， 19世紀の造船業界
における同族企業の支配をとりあげ，ついで大不況を契機とする同族企業から
私会社（プライベイト・カンパニー）へ， さらに本来の株式会社（パプリック・カ
1) w. J. アシュリー 著， G.C. アレン増補， 矢口孝次郎訳「イギリス経済史講義」昭
3, 232-3ペー ジ．
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ンパニー）への移行過程を，そして最後に，企業集中の過程を述べ，その動機，
方法，規模等における特徴を明らかにしてみたい。
1. 同族企業の伝統
造船界でも 19世紀末期から企業集中が進行し，相次いで大企業が生まれた
が， 20世紀半ばにおいても「多くの場合，同族企業 (familybusiness) で営ま
れている独立の造船所が，造船業ではなお重要な役割を演じており，多くの大
企業はなお創業者一族との関係を維持していた」2)ことは注目に値する。 この
同族支配の根強い伝統はイギリス独自の工業化の歩みの中で形成されたもので
ある。イギリスでは豊かな資本蓄積があり，固定資本の必要度と企業の資本蓄
積とが同一歩調で徐々に増大したので，ファミリー・ビジネスないしパートナ
ーシップの形態で工業化にスタートすることができたし，その後も利潤の再投
資，つまり内部調達あるいは自己金融の方法でもって経営規模を拡大すること
に成功した。イギリスの企業家の間に外部の金融機関の干渉や支配を好まない
個人主義的な経営風土が生まれたのも，そのためであるといわれている。した
がって19世紀後期，株式会社制度を採用した企業も，その多くは株式を公開し
ないいわゆる私会社であって，同族企業の実体に変りはなかった。これは19世
紀後期のイギリス産業界一般の風潮であったが，造船業界もその例外ではなか
った8)。
イギリスでは1860年代が，木造帆船から鉄製蒸気船への移行期であったが，
この時期はまた造船界に新企業が相次いで登場した時期でもあった。その後は
造船所の新設は稀になる。そして海運界における景気変動の波乱の中で，一方
では没落する企業があり，他方ではそれを買い受けて新規参入する企業や，拡
大発展のためにそれらを買収する有力企業がみられた。ところで，この新しい
2) Leslie Jones, Shipbuilding in Britain, 1957, p. 4. 
3) P. L. Payne,'The Emergence of the Large-scale Company in Great Britain, 
1870-1914', Econ. Hist. Rev., 2nd series Vol. XX, No. 3, 1967, p. 534. 
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蒸気船時代に造船業史を彩ったパイオニーアの中には，産業革命期の機械工や
鋳鉄業者の出身者が多かった。木造帆船の造船所に比ぺると，近代造船所の固
定設備は飛躍的に増大し，創業資本も最低5,000~25,000ポンドを要したとい
うが，それでも資本は同族内での調達が可能であり，資本市場に仰ぐほどの額
ではなかった。資金の大部分は父子，兄弟，親戚の間でまかなわれ，利潤の再
投下によって追加資金を獲得し，それで他の企業を買収して成長するケースが
多かった。資金と同様に， 技術もまた同族内で継承され， 子供は父親のもと
で，徒弟として実地訓練によって鍛え上げられる場合が多く，大学その他の高
等教育機関で技術教育をうけるようになるのは世紀末からのようである4)。ま
た景気変動の波を緩和し，企業の安全をはかるため，一族が同時に幾つもの造
船所を経営したり，造船と海運を兼営する例も多かった。次に具体的な事例と
して，まず鉄鋼造船の先進地帯であるクライドサイド（スコットランド）の造船
業者を紹介してみよう 5)。クライドサイドの最も有名な造船業者として最初に
あげるべきはネイビア家である。ネイビア家 (theNapier) は近代造船業のパ
イオニーアであるばかりでなく，後進の養成所であって，後年そこから多数の
優秀な造船業者が輩出している。ネイビア家の名声をあげたのはロバート・ネ
イビア (1791-1876) と従兄弟のデイヴィッド・ネイビア(1790-1869)である。
ロバートは鍛冶屋の息子で14オから 7年間， 1812年まで父の徒弟として修業し
4) 1890年頃までは父親の徒弟にならない子供は他人の徒弟になる．時に海軍本部の学校
(Admiralty Schools)で教育をうけることもあった．世紀末からスコットランドの諸
大学やイングランドの非国教徒専門学校 (NonconforministAcademies)で高い技術
教育をうける者が増えてくる.S. Pollard, The Economic History of British Sh~ か
如ilding,1870ー 1914,Univ. of London Ph. D. thesis, 1951, pp. 59-62. 
5) John Shields, Clydebuilt, A History of Shipbuilding on the River Clyde, 1949, 
chs. V, VI, XV; T. J. Byres, The Scottish Economy during the'Great Depres-
sion', 1873-1896, with Special Reference to the Heavy Industries of the South-
West, Univ. of Glasgow B. Litt. thesis, 1962, pp. 834一仏 854-68;脇村義太郎
「クライドサイドの造船業者」 日本経営史研究所編『脇村義太郎著作集』第2巻，昭
50, 所収．なおネイピア家，デニ一家についてはそれぞれ詳細な伝記がある．
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たのち，父から50ポンドの資金を借りてグラスコ‘‘ーで小さな鍛冶屋を始めた。
他方，デイヴィッドも鍛冶屋の息子であったが，早くから舶用エンジンメーカ
ーとして成功し，グラスゴー・ベルファースト，グリーノック・リバフ゜ール等
の4つの郵便蒸気船航路を兼営していたが，さらに海運業を伸ばすため，ェン
ジン工場をロバートに売却してロンドンに進出し，テムズ河岸に小工場を設け
たが，造船業としての立地条件に恵まれず失敗に終った。ロバートの方はデイ
ヴィッドの妹と結婚し，従兄弟の工場や他の造船所を買収して1840年代から鉄
船の建造を手がけ， 1851年には成功の頂点に達し， 1863年， 62オで 2人の息子
をパートナーに入れて引退し， 1876年に86オで死去している。企業家としての
ロバートの成功の一因は， 1830年代の初めに大西洋定期航路の将来性に着目し
て，キュナード (SamuelCunard) と提携したこと，海軍将校に工場を開放し
て舶用エンジンの知識を与えると同時に，海軍からの受注に成功したことであ
る。こうした洞察力や機敏さとともに人物を見分ける鋭い眼識を具えていた。
クライドサイドの主な舶用エンジンメーカーの大部分はロバートまたはデイヴ
ィッドの工場で訓練をうけた人々で， WilliamDenny Bros., J. & G. Thom-
son (のちに J.Brown & Co.), John Elder & Co. (のちに Fairfield& Co.), 
William Beardmore & Co., Smith & Rodgers (のちに theLondon & Glas-
gow Shipbuilding Co.), Tod & McGregor, D. & W. Henderson. & Co., 
Aitken & Mansel, Shanks & Bell, Napier & Miller, Scott & Sons, 
Dunsmuir & Jackson, G. L. Watson & Co. 等があげられる。このほか
William Pearce (のちに FairfieldShipbuilding Co. の長）， A. C. Kirk C三段
膨張機関の発明者）， WalterBrook (四段膨張機関の開発者）たちも， かつてロバ
ート・ネイビアの工場にいた人々で，クライドサイド造船業の育ての親として
のネイビア家の偉大な役割がうかがわれる。ちなみに，ロバートの没後， 1878
年，造船所は27万ボンドで A.C. KirkとJ.J. Hamiltonに売却された。
次にデニ一家 (theDennys)について。ネイビア家と同じダンバートンの出
身。 19世紀にかなり知られた木造船業者であったウィリアム・デニーは 1833
4 
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年， 7人の子供を遺して世を去ったが，うち 5名ージョン，ジェイムズ，ウィ
リアム，ビークー，アレグザンダーはいずれもクライドサイドの造船界で名を
知られるようになった。ジョンは家業を継ぎ，ジェイムズは造船所の設計士に
なり， ウィリアム， ビー クー ， アレグザンダーの 3兄弟はパートナーシップ
を組織し， 1844年からダンバートンで造船業をおこした。特にウィリアムは
屈指の造船業者として知られるようになった。 ビーターの長男のウィリアム
(1847-1887)は父の意向で大学には進まず， 1864年から 5年間，父のもとで徒
弟としてみっちり仕込まれ，68年21オでパートナーとして家業 (WilliamDenny 
& Co:)に参加した。彼は非凡な才能の持主で，技術面では船材として軟鋼の
早期採用，区画式二重底 (cellulardouble bottoms)原理の採用，試験クンクの
導入，経営面では出来高払い制による合理化，労使協議機関の設置による労使
関係の改善，技術教育の向上等70年代の初めから世を去るまで，新しい着想を
精力的に実現しており，まさにシュムペーターのいう「イノベイター」の名に
ふさわしい典型的企業家であった。
以上はスコットランドの企業であるが，次にイングランド北東岸造船地帯に
おける同族企業の例として，当時， ウィアサイドの最も著名な造船業者であ
り， 19世紀半ばサンダーランド造船業の新時代を開いた人物として知られてい
るウィリアム・パイル (1823-1873)を紹介しよう 8)。パイル家は全員が海運
と造船に関係をもっており，ウィリアム自身はほとんど正規の学校教育を受け
ておらず，舟大工の仕事を父から仕込まれた。 1848年，パイル家はマンクウィ
アマスのある造船所を譲り受けたが， 53年に兄弟が他の町へ移ったので彼の単
独経営となった。彼はロンドンその他の船主の注文に応じて多くの優秀なティ
ー・クリッパー（東洋から紅茶を運ぶ快速帆船）やオーストラリア行移民船，フリ
ゲート（帆走艦）を建造して名声を博した。 1860年リチャード・ヘイとパート
6) "The Shipbuilders of Other Days", Shipbuild切gand Shipp切:gRecord, Jan. 
18, 1945; Pollard, op. cit., p. 57; David Dougan, T, 加 Historyof North East 
Shipbuild切g,1968, P. 53. 
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ナーシップを組織して PileHay & Co. とし，汽船の建造に乗り出し， やが
て乾ドックを買収した。 この頃には8基の船台と 2,000人の労働者を擁するウ
ィア河岸随一の造船業者となっていた。 1866年，ヘイが退いたのでPile&Co.
として彼の単独経営となる。 100隻以上の木造船と同数の鉄船（ほとんど数百卜
濯度で， 1,000トンを超えるものは少なかった）を建造しているが， 彼は企業家と
してよりも，むしろ技術者として卓越した造船業者であったといわれている。
パイルは50オで生涯を閉じ，造船所は閉鎖された。当時，企業経営は彼の従兄
弟のジョージ ・B・ハンクーに任されていた。
ハンター7)は1845年，サンダーランドで船乗りの子として生まれ， 1859年か
ら従兄弟のパイルの造船所で徒弟として修業し，のち設計士になったが， 1869
年から腕を磨くため，前述したクライドの造船業者 RobertNapier & Sons 
で働き， 2年後の1871年に帰郷，若冠26オで PileHay & Co. の支配人とな
る。 1873年， 「鉄道王」ハドソンの姪と結婚，一族から資金の提供をうけてウ
ォールセンドに建造および修繕用造船所を購入， S.P. オースティンとパート
ナーシップで経営する。 1880年，同造船所はわずか7エーカーの敷地で，河に
面した長さは100ヤードにすぎず，土地と建物はウォールセンド教区から年640
ポンドで賃借していた。同年，全長300フィートの4基の船台と700人の労働者
を擁し，年間8,532総トンを建造した。そして1883年までには40隻の鉄船を建
造し，翌年にはそれぞれ2,420総トンのオーストラリア向け鋼鉄製貨客船2隻
を進水させている。 1880年にスワンとパートナーシップを結んで C.S. Swan 
& Hunterとなる文
2. 同族企業から株式会社企業へ
イギリスでは銀行業や鉄道業では早くから株式会社形態がとられたが，工業
界では意外に遅かった。産業界が株式会社時代を迎えるための準備は， 1844年
7) Dougan, op. cit., p. 75. 
6 
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の会社登記法から1862年の株式会社法に至る間に進行したが， 1855年の株主有
限責任制の確立は画期的であった。同法を契機に会社企業は族生し， 1883年に
至る約4分の 1世紀の間に，ロンドンでは約 2万の会社が登記された。もっと
も，そのうちの約7,000社， つまり 3分の 1は「流産」し， 企業活動を開始す
るに至らなかったし，有効に成立した会社でも約半数は10年以内に姿を消して
いる 8)。また株式会社制度の一般的解放を主張した人びとの予期に反して，現
実は既存の同族企業や小さなパートナーシップが法律上，株式会社形態をとっ
たにすぎない小会社，つまり株式を公募しないプライベイト・カンパニーが圧
倒的多数を占めていた9)。このような状態はその後長く続いたので， 1913年に
おいてもロンドン証券取引所で上場されていた株式のうち，国内産業の株式は
わずか 8%を占めるにすぎなかったのである。なお，フ゜ライベイト・カンパニ
ーは1907年に，会社の資産内容の公表義務を負わない特殊な株式会社として法
的に承認されるが，同族支配やプライバシーを保持しつつ，しかも有限責任が
認められるというこの形態は，当時のイギリス企業家のメンタリティを表現す
るものとして，まことに興味深い。以上のように，株式会社制度がイギリスの
産業界で本来の機能を発揮するのは意外に遅く， 1885年においても，それが大
きな影響力をもった業界としてば海運， 鉄鋼， 綿紡ぐらいであって10), 工業
企業のほとんど大部分は依然として同族企業で営まれていた。このような状態
はアメリカに比べてかなり遅れており，イギリス経済が実質的に株式会社時代
に入るのは世紀末， 1890年代後半であった。
8) H. A. Shannon,'The Limited Companies of 1866-1883', Econ. Hist. Rev., 2nd 
ser. Vol. IV, No. 3; do.'The First Five Thousand Limited Companies and their 
Duration', Econ. Hist., Vol. 2. 
9)拙著「イギリス近代企業成立史」昭38,148-9ペー ジ．
10)ジェファリーによれば，ランカシャー綿紡績企業では28%,製鉄企業では41彩，海運
企業では20%以上，実質的にはおそらく 30~40%, であったという. J. B. Jefferys, 
Trends in Business Organisation in Great Britain, Univ. of London Ph. D. 
thesis, 1938, pp. 105-6 . 
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造船業界においても株式会社への移行過程は，イギリス産業界一般のそれと
似ている。大まかな基本線をたどると 1873年恐慌に始まる大不況を契機とし
て，株式会社への移行がおこる。まずプライベイト・カンパニーの形をとるこ
とも多い。次いで中間的な半公募会社を経過して，世紀末頃から本来の株式会
社である公募会社へ移る。このような同族企業から会社企業への転化が1890-
1914年の企業集中を容易にしたことは言うまでもない。
勿論，例外も多い。例えばパーマー造船所の場合，会社組織への移行も企業
集中もずばぬけて早かった。炭鉱経営者であったチャールズ ・M・パーマーは
石炭の汽船輸送と造船業の将来性に着目して， 1851年，弟のジョージとともに
クインサイドのジャローに PalmerBrothers & Co. をおこし， のちに最大
規模の垂直統合によって，銑鉄生産から戦艦まで一貫生産できる大造船会社を
築き上げるが， この企業はすでに1865年に「全国の株主」から200万ポンドの
資本を集めて株式会社を組織していたのである11)。
第 1表造船会社の設立状況（ロンドン登記分のみ）
期 間 1登記数 不成立 成 立 I 存続3年以内 4-10年
1856-65 41 15 26 10 (2) 8 (2) 
1866-75 28 7 21 3 8 (1) 
1876-83 64 21 43 7 (1) 6 (2) 
133 43 90 20 (3) 22 (5) 
（備考）カッコ内の数字は，そのうち売却，合併，再編されたものを示す。成立90社の
うち公募会社82,私会社8。
〔出所〕 H. A. Shannonの前掲2論文。
11) 1865年にバーマー造船所がパートナーシップから払込資本金200万ボンドの株式会社
に転じたさい， その80.6彩は500ボンド以上の出資者73名による出資で， 職業別では銀
行家11名，商人14名，工業家5名，機械技術者8名，ジェントルマン19名が，地域別で
はロンドン23名，マンチェスクー22名，ニューカッスル9名が含まれていた．比較的小
さい株式会社の場合，株主は地元の造船業者や船主が多く，時には職工長や職員が株主
になることもあった.J. H. Clapham, An Economic History of Modern Brita仇
Vol. I, 1932, p.138; Dougan, op. cit., pp,41-2; Pollard, op. cit., pp. 74n. 80, 
8 
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1855年の有限責任制度の確立は産業界に会社設立プームをひきおこしたが，
造船業でも1856-65年の間にテムズ河岸やマージー河岸等，旧造船地帯を中心ヽ
に投機的な公募会社が簑生した。しかし第 1表が示すように，その 3分の 1は
企画倒れに終っており，現実に事業を開始した 3分の2に当る 26社について
も，身売りや倒産によって短命に終った企業が多く， 10年以上存続したのは 8-
社にすぎなかった。他方，同じ時期に新設された個人企業の中には Randolph
& Elder (1858), J. Blumer (1859), Robert Duncan (1860), Wigham. 
Richardson (1860), Harland & Wolff (1859), Charles Connell (1861), 
Charles Mitchell (1864), Schulesinger, Davis & Co. (1864), John Rea-
land (1865), Sir Raylton Dixon (1863)のごとく，後に成功したものも多か
った。つづく 1866-75年の間，会社設立のテンポは遅くなり，造船立地は北上
してクライド河岸やイングランド北東岸へ移った。他方，この時期にスクート
した個人企業の中には，クライド河岸ではWIiiiamHamilton (1867), Dunlop-
& Cunliffe暉 9),James Lamont (1870), Aitken & Mansel (1871), Mur--
doch & Murray (1874)が，北東岸では SwanHunter (1872), Earle's. 
(1871), Wallsend Slipway & Engineering Co. (1873)が含まれていた。
1870年代後期から次第に株式会社は増加した。もっとも，そのテンポは緩慢•
であった。例えば， 1886年，大造船業者の J.Scottは 「クライド河岸には造
船株式会社は 2社だけで，ほかに少くとも40の個人企業がある。これらの株式-
会社の 1つはごく最近設立されたものである」12)と述べている。また個人企業．
は20世紀に入っても余命を保っており， 1908年，有力造船企業50のうち，株式~
会社38に対し個人企業は12を占めていた。世紀末4半世紀にみられた 1つの特
徴はプラベイト・カンパニーの増加である。 1875年には現実に成立した会社の
5分の 1,1890年には2分の 1がそれであった。 1914年，クライドとベルファ・
12) R. C. on Depress如iof Trade and Industry, 186, 3rd Rep., Ev. J. Scott, Q_ 
12038. ， 
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ーストの造船企業のほぼ半数は株式会社で， その資本金合計は約700万ポンド
（個人企業は約200万ボンド）であったが， ほとんどの企業はまだ業績や株式を公
表しないプラベイト・カンパニーであったし，北東岸の造船会社についてもほ
ぼ同じ状態であったといわれている18)。
いずれにしても19世紀最後の 4半世紀の間に，株式会社企業は徐々にこの業
界に浸透していったが， それには種々の理由が考えられる。他の業界と同様
に，技術の変化に伴う資本の増大はその一つである。ロイズが1877年に鋼鉄船
について規定を設けたが，鋼鉄船は80年代のうちに鉄船にとって代った14)0
船材のほか，エンジンやボイラーの改良， 船の大型化（年間進水平均総トン数，
1870-1,050トン， 1880-1,580トン， 1890-2,150トン， 1900-3,000トン）， それによ
る工場敷地の拡大等が所要資本を大幅に引上げたにちがいない15)。また， こ
れも他の業界と同じことであるが， 19世紀前期に企業をおこした創業者達が老
齢化によって引退するという，一つの画期を迎えていたことも一因にあげられ
るであろう。
次にパートナーシップから本来の株式会社（公募会社）への移行過程をたど
ってみよう。例えば，シェフィールドの JohnBrown & Co. は(1)1864年に
プライベイト・カンパニーになっており， (2)1887年と1889年に資本の一部を外
部に求めて半公募会社となり， (3)1899年に全き公募会社になっている。同じク
イプの移行過程をたどった例としては， Smith'sDry Dock Co. (1891-1899-
1906-9), 有名な兵器メーカーの Vickers(1867-1887-1897)などがある。また
13) Pollard, op. cit., p. 6. 
14) B. R. Mitchell and P. Deane ed., Abstract of British Historical Statistics, 1962, 
P. 223. 
15)工場敷地については，例えばSwanHunterでは1872年6~7エー カー であったが，
1900年には35エー カー に， Harland& Wolffでは1859年に 4エーカーであったが，
1880年には40エーカーに拡大していた (Pollard,op. cit., p. 556). また所要資本額で
は，中規模造船所で1866-1900年には25~50万ボンドであったが， 1900-1914年には30
~100万ボンドになっていた (Ibid.,p. 75). 
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半公募会社を経ずプライベイト・カンパニーから公募会社へ移ったものに Sir
James Laing (1898-1908-10) がある。さらに舶用エンジンメーカーの Fur-
ness W estgarthやさきにあげたタインサイドのPalmer'sはパートナーシッ
プからプライベイト・カンパニーを経ずに半公募会社になり， それぞれ1894
年， 1900年に公募会社へ移っている。なお(1)プライベイト・カンパニーから(2)
半公募会社へ，さらに(3)公募会社へと移行するにつれて，株式は高額面株から
小額面株へ，すなわち(1)£25~£1,000株， (2)£5~£10株， そして(3)£1株
へと変化している。例えば， 1855年の有限責任法が£10以下の低額株の発行を
禁じているように，会社企業の初期段階においては，株式額面を高額にして，
なるべく株主を少数にし，常に未払込資本を残して，何時でも徴収しうる状態
にしておくこと，つまりパートナーシップに近づけて企業の安全を図ろうとす
る考え方が根底にあったのである。ところが広く中産投資階級を産業界に惹き
つけるためには，彼らのポケットと気分に合致するように，譲渡性の高い小額
面払込済株にする必要が生じた。 1882年にW.R.スキンナーはStockExchange 
Year Book and Directoryの序文で「おもに 1ポンドの全額払込株が最もよく
流行しているのが， この会計年度の特色である」 と言ったが，世紀末までに
は，ほとんどの産業分野で 1ポンド株が普通の状態になっていた16)。
1914年までに北アイルランドのベルファースト （戦前，世界最大の民間造船所
Harland & Wolff)とイングランド西海岸のバロー（のちの Vickers-Armstrongs)
とマージーサイド (CammelLaird)に孤立した大造船所があったが，大多数の
造船所は，スコットランドのクライド河畔とイングランド北東岸（タイン，ウィ
ァ，ティーズ河畔）の二大造船地帯に集中していた。当時，両地帯の造船企業
は，前述のようにほぼ半数が株式会社であったが，その多くは業績を公表しな
いプライベイト・カンパニーであった。いいかえれば limitedcompaniesで
あったが joint-stockcompaniesではなかったのである。 1918年の海運造船
16)拙著，前掲書， 121ペー ジ．
11 
604 隅西大學『経清論集」第25巻第6号
審識会 (Departmental Committee on Shipping and Shipbuilding) の報告書
も， 多数の造船企業のうち 「少数の企業のみ (afew only)が公募株式会社
(joint-stock companies)である」17)と述べている。いうまでもなく， 近代造
船業は多数の関連産業の上に成り立つ総合組立産業であり，労働集約型産業で
ある。したがって一企業が何千人もの労働者を雇用し，平均雇用人員が他のエ
業部門を蓬かに抜いていた18)としても， さして驚くことではないかもしれな
い。しかし世界進水量の60彩を占める造船王国において株式や社債を発行しな
いプライベイト・カンパニーが，それに最適の企業形態であったということは
注目に値する事実である。
3. 企業集中の類型
19世紀末期から20世紀の初めに至る当面の時期には，造船に最も関係の深い
2つの隣接業界一製鋼と海運ーでは独占を指向する活発な動きがみられた。ま
ず舶用鋼板では北東岸とスコットランドに結成されたスチールメーカーの同業
組合が両造船地帯で地域独占をおこなっていた19)。 ドイツやアメリカと違っ
て，イギリスの業界ではカルテルの存在を公表することを鋳躇したし，他方，
政府もアメリカのように反トラスト法でもって正面から攻撃することはなかっ
た。しかし関係者の間ではカルテルの存在は公然たる事実であった。海運造船
審議会（商務省の諮問機関）の報告によれば，「連合体があらゆる種類の鋼鉄一圧
延鋼，鍛鋼，鋳鋼，各種鋼管，鋳物，リベット，ボルト，ナット等ーの価格や
販売条件をかなり徹底的に統制していること」は造船業界の全証人が一致して
17) Departmental Committee on Shipping and Shipbuilding, 2nd Rep., BPP, 1918, 
XIII, Cd. 9092 (1918), p. 21. 
18)すでに1870年において 1企業の平均雇用者数は抜群に高かった. Clap~m. op. cit., 
p. 117. 
19)徳江和雄「世紀転換期のイギリスにおける造船業と平炉鋼生産」『一橋論叢」 67巻3,
6号， 68巻4号．
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認めるところであり，事実「鋼鉄市場は大部分がスチールメーカー組合 (Steel-
makers Association) の統制によって， 価格と供給地域がともに規制されてい
た。」もっともスチー）レメーカーは「既存の， または切迫した外国の競争があ
ったために，これまで価格釣上げに非常に大きな影響を及ぽしたことはなかっ
た。」20)
次に海運であるが，この業界はカルテル化が最も有効かつ広範に浸透した業
界とみなされており， 1875年，カルカッタ航路についての海運同盟 (Culcutta
Conference)の結成が海運カルテルの最も早い一例であり， 1879年の漢口茶運
送同盟 (HangkowTea Conference), 1884年のオーストラリア航路の同盟など
がよく知られている。これらの同盟 (AustralianConference) は運賃協定の締
結，同盟傘下の船舶のみを利用した荷主に一定期間経過後，支払運賃の 5~10
形を払戻す，・いわゆる延戻 (deferredrebates)によるアウトサイダーの侵入防
止，をおこなったが， 19世紀末までにはスエズ以東全部と南半球の大部分の定
期航路がこうした海運同盟を結成していた。もっとも北大西洋航路と貿易ルー
トの密集していたイギリス・西ヨーロッパ間の航路では概して競争市場であっ
た。競争を一層有効に制限しようとした例は， 1902年の海運トラストによって
成立した InternationalMercantile Marineで，同社は J.P.モルガンの資
金力をバックに WhiteStar Line (アバディー ン）， InternationalNavigation 
Co., Dominion Line, Atlantic Transport Co. および FrederickLeyland 
& Co. の一部，の英米 5社を傘下におさめ，新規建造計画，配船計画を一元
化した。 CunardCo. がこれに参加しなかったとはいえ，このような大規模の
海運トラストが成立したことは，当時のイギリス人にとってはショッキングな
出来事であった21)0 
上記2業界におけるようなスケールの大きい企業結合は，造船業界ではほと
20) Departmental Committee on Shipping and Shipbuilding, 2nd Rep., p. 26. 
21) Clapham, op. cit., Vol. il, pp. 4, 45, 277; F. E. Hyde, Cunard and the North 
Atlantic 1840-1973, 1975, pp. 110, 137-8. 
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んどみられなかった。この点について海運造船審議会は， 「造船業者と造機業
者が使用する重要資材のほとんどすべては供給源で統制されており，汽船会社
は互いに合併しつつあり，各労働組合は強固に組織されて，さらに大規模に連
合されているのに，造船造機業者の間には現在まだ強い結合はみられない」22)
と述べており，さらに製鋼，海運がはっきり示しているように，企業結合によ
ってビッグビジネスを指向することが世界的な傾向になっている以上，造船業
界においても，何時までも個人主義の伝統に頼っていては，将来の競争には打
克てなくなるだろうと警告している。
たしかに当時の造船界は全体としてみれば独立的であり，競争的であった。
しかし，それは企業集中化や独占ないし寡占指向性の存在を否定するものでは
ない。ある種の造船部門では水平的，垂直的企業結合によって共同の利益を追
求しようとする傾向がかなり顕著にみられた。以下；次の順序でその実態を述
べていきたい。まず最もルースな結合形態としての同業組合(tradeassociation) 
をとりあげる。次いでより強力な水平・垂直結合の例として 3つのタイプ，す
なわち(1)造船業内部の要請による結合（タインサイド・コンバイン）， (2)海運界か
らの働きかけによる結合（ファーニス・グループ），および(3)兵器メーカー，特に
兵器用鋼板メーカーの働きかけによる軍艦建造業者の結合 (ArmamentRing, 
Armament Convine)をとりあげる。世人の注目を浴びたのは最後のタイプで，
内外における軍備拡張競争を背景に，相次ぐ合併によって生まれた大造船企業
-Vickers, Armstrong Whitworth, John Brown, Cammell Lairdー がい
ずれもこのタイプに属する。
19世紀後半，造船労働者の組織化が進展したのと平行して， 1860年代から雇
用者の側でも港ごと，河筋ごとにグループ化が生まれた。しかし，かつてクラ
ッパムが「大ていのアソシエーションは求めに応じて労務対策を立てるか，ま
たは業界の法的技術的利益を擁護したに過ぎなかった」28)といったように，こ
22) Departmental Committee on Shipping and Shipbuilding. 2nd Rep., p. 30. 
23) Clapham, op. cit., Vol. il, p. 316. 
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れらの雇用者グループは労働組合と賃銀や労働条件について団体交渉したり，
組合間の仕事をめぐる縄張争いのさいに，調停役として介入することが主要な
任務であった。世紀末期，造船各部門のクラフト・ユニオンが北東岸やクライ
ドサイドその他で地域毎にグループ化し，さらに全国組織を作ったのに対応し
て，主として労使協議の必要から雇用者のグループ化が進んだ。かくて1889年
には全国的な雇用者団体として NationalFederation of Shipbuilders and 
Engineersが結成され，次いで1896年には造機業者のみで構成するEmployers
Federation of Engineering Associationが， さらに1899年には造船業者の
みの雇用者団体 ShipbuildingEmployers'Federationが生まれた。このよ
うな連合組織の表向きの機能が労務対策であったとしても，カルテル化した舶
用銅材市場や海運市場に関する情報交換がなされたことは当然のことと考えら
れるから，船価についても，確認する手段はないが，なんらかの紳士協定がな
されていたかもしれない。
造船業内部の要請による大型企業集中の例は唯一つで， 1903年にタインサイ
ドで造船業の C.S. Swan & Hunterと舶用エンジンメーカーの Wigham
Richardson, それに修繕業の TynePontoon & Dry Dock Co. が合併し
て Swan,Hunter & Wigham Richardsonが生まれた場合である。同社は
合併と同時に近隣のエンジンメーカー WallsendSlipway & Engineering 
Co. C設立1873)の経営の実権を握り， 1913年にはさらに手を拡げてクライド河
岸の大手造船修繕業者 Barclay,Cule & Co. (同社自身，企業合併の所産）を，
翌年にはリバプールの修絡業者 H.& C. Graysonを傘下に収め，年間22万
~23万総トンの建造能力とエンジン製造および修繕所をもつイギリス屈指の大
造船企業に成長し，大型定期客船の専門メーカーとして， Harland& Wolff 
などと同様に最も優秀な設備をもち，しかも大手海運会社の長期造船計画をバ
ックに，比較的安定した経営を維持することができた。タインサイド最大のこ
の合併が狭義の造船企業とエンジンメーカーとの合併になっているように，ィ
ギリスでは舶用エンジンの製作部門が造船業の主要な一部門を構成することが
15 
608 隅西大學『継清論集」第25巻第6号
多い。この点両者が分離しているアメリカの場合とは対照的である。合併前の
C. S. Swan & Hunterは1880年に SwanとHunterの両造船企業の合併
によって生まれた企業である。後者の経営者 G.B. Hunterについては第1
節で述べたとおりである。前者の Swanは Swan兄弟と義兄の Charles
Mitchellとの共同経営であった。 CharlesSwanがその創始者で，兄弟の
Renry F. Swanは製鋼所，船会社およびアームストロングの重役であり，
Charles Mitchellはアバディーンの出身で1852年からタインサイドで造船業
をおこして大成功を収め， アームストロングに吸収合併されて 1882年からは
Armstrong, Mitchell & Co. の重役であった。他方，舶用エンジンメーカー
の JohnWhigham Richardsonは1837年の生まれで， 当時の造船業者には
珍らしくロンドンのユニヴァーシティ・カレッジとチュービンゲン大学で学ん
でおり，多芸多オの人であり，文学と科学に通じる異色の人物であった。 1858
年， R.& W. Hawshornの工場で舶用エンジンの設計に従事し， 2年後の
1860年，若冠23オでサンダーランドのJohnCutts造船所を買収して独立し，
79年からエンジン部門の優秀メーカーとして成功を収めていた24)。 この大合
併がもたらした利益としては，まず船体建造部門とエンジン製作部門との緊密
な協力関係が生まれたこと，各造船所が同ータイプの船の建造に特化しうるよ
うになったこと，豊富な資金力によって原材料を有利な価格で一括購入しえた
ことなどがあげられる。
次に海運業者が造船業に手を拡げたケースとしてファーニス・グループの事
例をとりあげてみよう。どこの国でも船主と造船所とは船の売手・買手として
互いに対立するよりも，利害が共通する面が多い。資金力の強大な船主が弱い
造船業者に，逆に強大な造船業者が弱い船主に融資する例は常にみられたこと
であり，大型船主や大定期船会社が特定の造船業者を長期にわたって贔贋にす
る例も多い。また姉妹船のように，同ープラン，同ーパターンの船舶が同一造
24) Dougan, op. cit., pp. 44, 46, 74-5, 89. 
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船所で建造され，修繕されることが，相互に利益であることはいうまでもな
い。イギリスでも事情は同じで，造船界と海運界との関係は深<,60年代まで
は海運界に全然関係していない造船業者は少なかったであろうし， WhiteStar 
Line (のちに I.M. M.)とHarlandWolff, Union Steam Ship Co. of New 
Zealand Ltd. とダンバートンの WilliamDenny・& Bros., P. & 0. Line 
とグリーノックの Caird& Co. との関係のごとく，大きな船会社は特定の造
船業者を贔贋にした25)。だがインフォーマルな関係を超えて， 資本面で両者
が完全に合併することは一般的ではなかった。それによるリスクの割には得ら
れる利益が少ないと考えられたからであろうか。
さて大企業集団ファーニス・グループの総帥として， そのトップにあった
Sir Christpher (のちに Lord)Furness (1852-1912) はティーズ河畔ウェス
トハートルプールの出身で， 貿易商に勤めたのち， 兄とともに (1870年以降は
Christpher Furness & Co. として独自に）船を所有して対米貿易と海運業を営ん
でいた。ファーニスの贔贋の造船業者はAlexanderStephenで， 1885-1918
年の間に19隻， 92,000トンをそこで建造している。ファーニスは内外に炭坑と
製鉄所 (SouthDurham Iron & Steel Co, Weardale Steel & Iron Co. ほか）を支
配し， 1910年に男爵になったときには， じつに135隻の船を所有する世界最大
の個人船主（支配下にある海運企業の分を入れると307隻， 141万トン） であり，同時
に4つの造船所を含む多数の会社の重役を兼ねる大実業家であって，しばしば
下院に議席をもっていた26)。
ファーニスが海運業の利潤でもって造船業に手を拡げ始めたのは1884年で，
25) Pollard,'British and World Shipbuilding, 1890-1914; A Study in Compara-
tive Costs',Jour. of Econ. Hist., Vol. XVII, No. 3, p.435; F. L. Robertson,'Ship-
ping and Shipbuilding: The Case of William Denny and Brothers', Business 
Hist., Vol. XVI, No. 1. 
26) Dougan, op. cit., pp. 137-8 ; J. R. Parkinson, T, 加 Economicsof Shipbuild-
切g切珈 United.K. 切gdom,1960, pp, 34-5; Pollard's thesis, pp. 92, 97, 454; 
Diet. of National Biography. 
17 
610 闊西大學『継清論集」第25巻第6号
Edward Whithy & Co. を買収して FurnessWhithy & Co. とし，みず
から貨物船の建造に乗り出した。それから1911年までにウェストハートルプー
ルおよびハートルプールの Irvine'sShipbuilding & Dry Docks Co., ハウ
ドゥンのNorthumberlandShipbuilding & Co., ジャローの有名な Palmer's
Shipbuilding and Iron Co., および大舶用エンジンメーカーの Richardson,
W estgarth & Co. (1900年に3社が合併した企業）27)を傘下に収めた。 いずれも
経営不振に喘いでいる不況時に安値で買い取ったもので，のちにファーニスの
資金注入と新造船の発注によって見事に立ち直らせている。多数の船を所有す
れば，海運市況のいかんにかかわらず，老朽化に伴う一定の新造船需要が見込
まれるから，海運会社と提携している造船所にとっては，安定した受注が期待
しうるので，造船設備の稼動率を高めることができるという利点がある。しか
し造船所の経営の安定化に貢献しうるほどの大規模の造船所は現実には稀であ
ったと思われる。ファーニスのごとき大船主は， 1907年の好況時には傘下の造
船所のキャパシティでは需要に応じきれず， 40隻もの船を他の造船所へ下請け
に出している。また1908年以後の不況時にはグループ内で合理化が行われ，ジ
ャローでは専ら艦艇を，ハウドゥンとハートルプールでは貨物船を建造し，設
備の古いウィジー造船所は閉鎖されている。こうしたグループ内分業は集中に
よる利益の一つと考えられる。父の事業を継承したファーニスニ世（子爵）の
手によって事業は更に躍進をとげ， 1917年， FurnessShipbuilding Co. とい
うイギリス屈指の大造船所が創設された。
造船業界における大規模の企業結合として世の関心を集めたのは， 19世紀末
から20世紀初頭にかけて，内外の海軍力増強と政府の後援を背景におこった，
27) Richardson W estgarth & Co. は1900年に ThomasRichardson & Sons (ハー ト
ルプー ル）， Sir Christpher Furness, Westgarth & Co. (ミドルズブラ）および
William Allan & Co. (サンダーランド）のエンジンメーカー3社の合併によって生
まれた大会社 (4½社債35万ポンド， 6%累積優先株35万ポンド，普通株35万ボンド）
であって，舶用エンジン，ボイラーをはじめ製鉄所や発電所のエンジンや機械を製造し
ており Christpher Furnessはその社長であった.The Statist, Oct. 25, 1902. 
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兵器メーカー・グループを中心とする結合である 28)。 これは最終生産物（軍
艦）と使用する原材料（鋼鉄，装甲板）を同じくする軍艦建造業者の水平結合で
あるが，この結合関係はもともと製品の販路を確保しようとする装甲板メーカ
ーが，それぞれ造船所を手中に収めて軍艦建造部門に進出したこと，つまり特
殊鋼メーカーと造船業者との垂直結合（いわゆる前方結合）に由来している。海
運界に比べて造船業との結合関係が比較的弱いとみられていた鉄鋼業界におい
て， 'armamentring'をめぐる結合はかなり特異な事例というべきであろう。
近年， P.L. Payneが彼の論文 'TheEmergence of the Large Scale 
Company in Great Britain, 1870-1914'(Econ. Hist. Rev:, Dec. 1967)の中
で， 1905年のイギリス産業界における大企業上位52社のリストを示している
が，そのうち第 6位の Vickers,Sons & Maxim (資本金£7,440,000), 第11
位の SirW. G. Armstrong, Whitworth & Co. (£5,316,000), 第29位の
John Brown (£2,947,000), 第32位の Cammell,Laird (£2,623,000)および
第35位の WilliamBeardmore (£2, 5000, 000)の5社は， いずれも上記のよ
うに装甲板メーカーが設備の充実した造船所を支配下において軍艦の建造に乗
り出した企業である。
では，なぜこの時期にこのような大規模の垂直結合が生じたのであろうか。
前述のようにスチールメーカーの側に，前方結合を通じて製品のはけ口を確保
し，鋼板の 2重価格政策を通じて，軍艦建造市場で優位を占めようとする強力
な動機があったが，そのほかにそれを促す次のような背景があったことを看過
してはならない。まず第 1に技術的な点で，火砲の発達と，それに耐える鋼材
の進歩とのシーソーゲームの関係である。火砲の発達にともなって舷側を厚い
鉄板で覆う装甲艦が南北戦争の頃から登場していたが，火砲の偉力が増大す
るにつれて， 1880年代から装甲板 (compoundarmour plate)が広く用いられ
28) Jones, op. cit., pp. 124-132: Pollard,'Laissez-Faire and Shipbuilding', Econ. 
Hist, Rev., 2nd ser., Vol. V, No. 1. 
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るようになってきた。 1870年代， 80年代には装甲板の先発メーカーであった
Charles GammellとJohnBrownの2社がこの市場を2分していたが，間
もなく WilliamBeardmoreとVickersがこれに続き，さらに遅れてArm-
strongが参入し， ここに 5大メーカーによる寡占市場が形成されることにな
った。第 2に， 1880年以降，列強の緊張関係を反映して，造船業界にとって軍
艦建造の重要性が一段と高まってきたことである。 1870年代までは民間造船所
にとって，軍艦の建造はいわば副業であり，せいぜい仕事の切れ目を繋いでく
れる雇用安定要因にすぎなかった。しかし1880年頃から以降は，軍艦の受注が
造船業の繁栄を支える重要な柱になり，さらに1900年以降は，それが業界の景
況を左右する決定的要因になってきた（第2表）。軍艦と商船とではトン数の計
算方法が異るから，全造船高に占める軍艦の比重を正しく表現することは困難
であるが， 1914年以前の 6~8年間， （海軍工廠を除いた）民間造船所の軍艦建
造は，雇用労働と生産額でいえば，造船全体の20~25彩を占めていた。また民
間造船所の進水高に占める軍艦のシェアは 1870-4年には19彩であったが，
1910-14年には50彩を占めていた (L.ジョー ンズ氏も 1900-1914年の間， 50%を
割る年は稀になっていたと述べている）。 この数字の背後に植民地争奪戦， とりわ
けドイツ海軍の強大化に対抗するイギリス海軍の膨張があったことはいうまで
もない。
第3に，大手兵器メーカーと政府（海軍本部）との間の「特殊な関係」が
'armament ring'(カルテル）の成立と存続を助長していた点である。兵器生
第2表軍艦建造高（排水トン）
Iクライド民間造船所 1他の民間及び海軍造船所I
1858-68 15,920 
1868-78 53,770 
1878-88 86,090 
1888-98 168,210 
1898-1908 272,390 
（出所） Jones, op. cit., p. 125. 
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産はその特殊な性格の故に，独占，寡占を形成し易いこと，政府と民間企業と
の間の兵器生産の契約を通じて「特殊な関係」が生じ易いことは，今も昔も，
またどこの国でも見られる現象である。第 1次大戦前のイギリスにおいては，
造船について s.ポラー ド， コルダイト爆薬（紐状無煙火薬）に関して R.C. 
Trebilcockの研究29)がそれを示している。当時，イギリスの軍艦建造業にと
って，ロシアから注文がこなくなり，外国の発注をめぐってドイツと競うよう
になって，しだいに輸出市場が狭まりつつあったこと，海軍工廠は建造のほか
に修繕の仕事を抱えていたこと，海軍工廠の設備は大艦巨砲主義に対応しきれ
なくなって，設計・建造ともに民間造船所の協力を不可欠としていたこと，を
考えると，民間造船業と軍艦建造とがいかに密接な関係をもつかが分るであろ
う。この点について1907年の『エコノミスト」誌は， 「これらの民間造船所一
その数は限られているーは政府の発注があれば， 何時でも引受けられるよう
に，大きな犠牲を払って装備され，維持されている。これらの造船所がその全
生産能力を発揮せねばならない時が訪れるかもしれない。したがって政府は平
時から出来る限り多くの下請事業を発注して，常に最新の造船設備を維持させ
るように努めることが望ましい。そうすることは海軍本部の工事量を全国各地
の工業地帯に配分するという経済上の利益をぬきにしても，国家的に賢明な措
置である」30)と述べている。つまり政府は請負企業 (contractfirm) がペイす
るように建艦計画を策定すべきであるという主張である。では両者は具体的に
はどういう関係になっていたのか。建前としては政府の発注する仕事を請負う
のは民間企業の自由競争（入札）によって決まることになっていた。だが，実
際に入札に参加できるのは政府の厳重な資格審査に合格した少数企業に限られ
ていたし，さらに1885年に民間からアームストロング社のW.H.ホワイトが海
軍本部 (Admiralty)に入ってからは，政府と民間企業との堅苦しい関係は親
29) R. C. Trebilcock,'A'Special Relationship'-Government, Rearmament, and 
the Cordite Firms', Econ. Hist. Rev., 2nd ser., Vol. XIX, No. 2. 
30) The Economist, March 9, 1909. 
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密な人間関係に変った。このような事情の下では Harland& Wolffや Swan
Hunter & Whigham Rchardsonをはじめ，能力をもった総ての造船所が，
このような特殊な関係の中へ割り込みを考えたに違いないが，そのすべに成功
の可能性があったわけではない。例えば，第 1にあげた装甲板の 5大メーカー
によるカルテルが新規参入を阻止した事情だけを考えてみても，理由は明らか
であろう。
以上のような動機と背景の下に， 5大装甲板メーカーは世紀末までに，それ
ぞれ造船所を所有して軍艦を建造していた。すなわち， Vickersは1897年にバ
ロー・イン・ファーニスの NavalConstruction & Armaments Co. を手に
入れて軍艦の一貫生産を達成し， 1899年にはシェフィールドの JohnBrown 
が長い交渉の結果，イギリス屈指の優秀な設備をもつクライドバンクの造船所
(1846年創設） J. & G. Thomson (以後ClydebankEngineering and Shipbuilding 
Co. と改称）を買収した。 また WilliamBeardmore & Co. は1900年にゴウ
ヴァン（クライドサイド）にあった造船造機の RobertNapierを買収し，後に
ダルマーに広大な敷地を購入して移転した。 1903年にはCharlesCammellが
バークンヘッド（マージーサイド）の造船所LairdBrothersと合併して Cam-
mell, Laird & Co. となり，兵器メーカーの名門 Armstrongはすでに1882
年に，クインサイドの Mitchell造船所を買収していたが， 1902年から装甲板
の生産に手を拡げた81)。 これらの有力企業はその後も引続き他の造船企業や
兵器メーカーと結合（株式の持合による企業集団化等）して加速度的に成長を遂げ
るが32), ここではそれには立入らない。
31) Pollard's thesis, p. 449. 
32) John Brownの場合ー1903年，シェフィールドの砲・ 砲弾メーカー ThomasFirth 
& Sons (1842創設）を傘下に収め， 1907年には Harland& Wolffと利益共同関係に
入る．後者について世間では 'combine'とされているが，実際は1901年， Vickers,
Sons & Maxim (シェフィールドとバロー）と WilliamBeardmore & Co. (グラス
ゴーとダルマー）の両者が株式と重役の交換によって 'communityof interest'を形
成したのに似ていて，それぞれ相手企業が発行した新株を取得して提携した.The Eco-
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ところで興味をひかれる問題の 1つは，当時の軍艦建造の収益性についてで
ある。海軍の建艦計画に基づいて民間造船所に発注される額が年間数百万ポン
ド（例えば1906-7年度£430万， 1907-8年度£312万）33)に上ったとすれば，造船
界にとって，それは確かに大きな魅力であった。とりわけ遊休設備を抱えた不
況の年にはまさに旱天の慈雨であったにちがいない。しかし一般に軍艦の建造
を請負うことは出血受注が常識のようにいわれていた。もしそうであれば，な
ぜ受注を競うのか， という素朴な疑問がおこる。問題の性質上， これに対す
る正しい解答は得難いであろうが，ここには 1つの見解として「ステイティス
ト」誌 (1899年7月1日）にのった一論ー「商売として軍艦建造はペイするか」ー
を紹介しておこう。この一論は前述したシェフィールドの JohnBrownがグ
ラスゴー近郊の ClydebankEngineering and Shipbuilding Co. を吸収合
併したことに触発されて書かれたもので，軍艦を建造している主な企業の経営
内容をかなり詳細に報じており，最後に次のように結んでいる。「軍艦の注文
は契約の時点では引合わないが，その後の設計変更に伴って必ず生じる「特別
nomist, June 2, 1907. 
John Brownの垂直結合関係は結局次のようになる．
(1) 原材料部門（内外に鉱山を所有し鉄鉱石，石炭，石灰石を生産）．
(2) 中間製品部門（シェフィールドの AtlasWorksを中心に，銑鉄，鍛鉄，銅イン
ゴット，各種鋼板，工具鋼の生産）．
(3) 補助完成品（シェフィールドの Norfolkand Tinsley Works, コヴェントリの
Coventry Ordnance Works, グラスゴーの NavalGun Mounting Works, ロ
チェスターの AmmunitionWorks, 〔それに傘下の ThomasFirth & Sons)に
おける兵器生産．ほかに鉄道資材，各種機械の生産．
(4) 基幹完成品 (ClydebankEngineering and Shipbuilding Works 〔それにベ
ルファーストの提携企業 Harland& Wolff〕）における軍艦と商船の建造．
John Brownについては社史 SirAllan Grant, Steel & Ships, The History of 
John Brown's, 1950がある．
また， Vickersのその後の発展については社史 J.D. Scott, Vickers, A History, 
1962があり，高橋哲雄氏が「甲南経済学論集」 5巻1号に紹介されている．
33) The Economist, March 9, 1907. 
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工事」については引合う，というのが業界の通念だと思う。これについては我
々は何も言えないが，軍艦の建造に従事している幾つかの会社の業績は， 1社
を除いて，とても優秀だとは考えられないし，数社は極めて不良である。しか
し軍艦の建造は造船業者に威信を与え，最高級のエ具や機械のほか最も優秀な
技術員を配備させることにもなり， また事業全般に必要とする原材料の大口
の，時にはより低廉な買手たらしめる。したがって軍艦の請負契約は通常のバ
ランス・シートが示すよりもずっと有利になるかもしれない。」8羞）
軍艦・兵器メーカーの間の企業集中に関連してさらに注目すべき現象は，複
数の企業が共同で他の会社を支配したり，共同で海外進出をはかったことであ
る。前者については JohnBrown, Cammell Lairdおよび FairfiedCo. が
兵器産業の CoventryOrdnance Co. を， ArmstrongとVickersが水雷の
Whitehead Torpedo Co. を， Armstrong,Palmerおよび Furnessグル
ープが舶用エンジンの RobertStephensonをそれぞれ支配した例があげら
れる。後者については， 1907年（明40)1月， 日本の海軍省の後援の下に，
Vickers, Armstrong両社が北海道炭砿汽船（三井）との共同出資によって，
室蘭で鋼鉄と兵器を生産する株式会社日本製鋼所（現在，鋼と機械の総合メーカ
ー）を創設した例がある。両社はまた1914年にトルコ政府が設立したImperial
Ottoman Docks, Arsenals and Naval Construction Co. の25万ポンドの
資本のうち13万ポンドを共同出資した。またポルトガル海軍再建のために設け
られた PortugueseNaval Construction Syndicateは， John Brown, 
Cammell Laird, Fairfield, Palmer, Thornycroftおよび CoventryOrd-
nance Co. によって設立されたものであり，スペイン海軍の再建と Ferrol
Dock Yardの復旧のために1909年に設けられた SpanishNaval Syndicate 
はVickers,Armstrong, John Brown, ThornycroftおよびParsonsSteam 
Marine Turbine Co. の支配下におかれていた。ロシアではJohnBrownと
34)'Warship-Building as a Business, Does it Pay?'The Statist, July 1, 189. 
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Armstrongが St.Petersburgでドレッドノート型艦を建造するさいに技術
指導に当っており，他方， Vickersと Beardmoreおよび Thomycroftは
ロシアの造船所で外国の兵器メーカーとともに艦艇の建造に参加していた85)。
4. 企業集中の程度
前節で考察したように， 19世紀末から今世紀初めにかけて，造船界にもある
程度の企業集中がみられた。特に軍艦建造業者の 'Armamentconvine'は世
の注目を浴びた。しかし造船と開係の深い海運・鉄鋼の業界に比べると造船界
における企業結合は格段に弱<'市場は競争的であった。商船に，艦艇に，国
内のみならず全世界に広大な市場をもっていたイギリス造船業は，高度に特化
しており，多数の独立した企業が好況時においてさえ，互いに激しい受注競争
を演じていたのである。 このことを海運造船審議会の1918年の報告書86)は次
のように述べている。
まず当時のイギリス造船業の経営形態について一「造船造機工業は多数
の，大部分が独立の，企業から成り立っており，そのうち少数の企業のみが公
募株式会社である。各企業はその規模においても，また生産物の性格において
も，極めてバラエティに富んでいる。ある企業はもっぱら造船または舶用エン
ジンの製造に従事し，他の企業はその双方に従事している。またある企業はも
っぱら船舶とエンジンの修繕に従事し，他の企業は新造と修繕を兼営してい
る。多くの企業は特定種類の船舶，例えば軍艦，快速定期客船，貨客定期船ま
たは一般貨物船，タンカーまたは果実・冷凍肉運搬用の冷凍船等の特殊船，の
建造に特化している。さらに，このうち小数の企業は造船・造機と大規模の重
要な兵器工場を兼営している。また最近まで，一方の船主と他方の造船造機業
者の間での共同所有 (commnityof ownership)の例はほとんどなかったが，今
35) Pollard's thesis, pp, 450-51. 
36) Departmental Committee on Shipping and Shipbuilding, 2nd Rep., pp. 21, 23, 31. 
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日ではその傾向がかなりはっきりみられる。」
次に造船市場の競争状態について一ー「この国の造船造機企業のほとんどは
独立していて，業界全体としての金融的結合体は形成されていない。したがっ
て，好況時でさえ競争は常に激しく，船主が仕様書を発表すれば，忽ち引合が
殺到する。一部の船主は発注を指定の造船造機業者に限定しているが，好況時
でさえ，これら指定業者は飛入の引合によって，特定船主から少しでも注文を
得ようとする他の業者の競争にさらされている。まして不況時には，あらゆる
手段による競争が一段と激化し，すべての造船造機業者が周囲を気にせず，ひ
たすら注文の獲得に狂奔する。一部の資力の乏しい企業はどんな犠牲を払って
も仕事を続けねばならないし，またすべての企業がスタッフを維持し，経営組
織を正常な状態に保ち，せめて経常費だけでも稼ぎ出そうと焦る。また労働者
の中には永年特定の企業と結びついている者も多いが，そうした労働者のため
に出来る限り仕事を与えてやりたいという心情に傾くのも自然である。」 した
がって「極端な場合には，資材費と労働コストさえカバー出来なかった例もあ
ったといわれている。」
このような事態を改善するため，審議会としては，自由競争を放棄して業界
が協調することを示唆している＿「世界の趨勢は大規模経済組織を指向して
おり，その傾向は製鋼でも海運でも明らかである。したがって造船造機業者も
新事態に対処するために類似の方策をとらなければ，国家に無用の損害を与え
ることにもなりかねない。なるほど個人主義は過去においては測り知れない利
益をもたらしたが，すでに他の産業界でそれが失敗しているように，造船造機
工業においても，個人主義では将来の競争に打ち勝てなくなるのではないかと
懸念される。」
しかし第 1次大戦後，企業の合併は進んだがカルテルの存在は聞かない。ま
た時代はずっと後になるが， 1935年のセンサスに基づく業種別の生産集中度の
統計によっても，造船業では上位3社が純生産高に占める比率は27彩になって
おり，集中度が比較的低い業種であることを示している37)。
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以上のように，造船業においては，特定のケースを別にすれば，企業結合は
概して弱く，市場は一般的に競争的であったが，それについては次のような理
由があげられよう。まず鉄鋼が大量生産され，高度に標準化された商品である
のに対して，船舶は個別注文生産品であること，加えてイギリスの場合は高度
に分業化が進んでいたこと，があげられる。このような市場の性格と生産物の
多様性の下では，生産協定や価格協定を結ぶことは極めて困難である。それに
当面の時代のイギリス造船業は，高度の技術水準と優秀な設備に基づく強大な
国際競争力38)をもっており，景気変動による短い不況を免れなかったが，趨
勢としては国内市場のみならず外国市場でも比較的順調に伸びていたので，過
剰設備の圧力に悩まされることは少なかった。そのうえ造船工業地帯はクライ
ド河岸とかイングランド北東岸などに集中していても，造船所そのものは相互
にかなり離れていたので，たとい資本面で合併しても，技術的には大きなメリ
ットを期待し得なかったということも理由の一つとして考えられるであろう。
37) H. Leak and A. Maizels,'The Structure of British Industry', four. of the 
Roy. Stat. Soc., Vol. CVIII, 1945. 
38) Pollard,'British and World Shipbuilding, 1890-1914; A Study in Compa-
rative Costs', four. of Econ. Hist., Vol. XVII, No. 3; 例えば進水蘊のうち輸出の占
める割合は1869-1883年の間は12彩であったが， 1900-1913年には24彩に伸びており，
また絶対量でいっても1892-1896年には年平均492,000総トンであったが， 1909-1913 
年には1,055,000総トンに増加している (Pollard,loc. cit., p. 427). 
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